
(法第 28条関係「前事業年度の事業報告書」)

2022年度の事業報告書

2022年 4月 1日 から2023年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人日本防災士機構

1 事業の成果
2022年度は、年度始めに策定の事業計画に沿って活動を行い、新型コロナ感染症がまん延する

厳しい環境の中、24,858名 の防災士を養成した。2023年 3月 末においては、累計 253,“ 2名 の防災

士を社会に送り出すことができ、今期の目標を達成した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

②防災士の資

質向上を図

る事業

・防災士教本を作成し、

防災士養成研修で、

防災士の資質を維持

向上する。

・防災士としての活動

及び社会貢献活動に

関して、顕著にして

他の模範となる大き

(A)年度内随時

(341回 )

(B)全国主要都市

(C)役職員等

47名

(D)防災士にな

ろうとする

市民。

(E)防災士認証

24,858名

(A)2022年度

(B)この法人

(C)役職員等
10名

… 1‐

(D)防災士及び

その団体等

(E)防災士及び

その団体等

24,648

事業名

(定款に記載

した事業 )

具体的な事業内容

(A)当該事業の

実施日時

(B)当該事業の

実施場所

(C)従事者の人数

(D)受益対象

者の範囲

(E)人数

活動計算書の

事業費の金額

(単位 :千円)

(A)年度内随時

(341回 )

(B)全国主要都市

(C)役職員等

97名

(D)家庭や地域
・職場にお

いて、防災

や減災の取

り組みを行

うために、

防災士にな

ろうとする

市民。

(E)防災士認証

24,858名

71,294

①防災士の認

証を行い、

及び防災士

の資格称号

を附与 し、

並びに防災

士登録台帳

を備 え付け

る事業

・防災士資格取得試験

を実施し、合格者の

防災士認証を行 う。

・防災士登録台帳へ、

防災士を記載する。

・防災士認証状、及び

防災士証を発行し、

防災士の資格称号を

附与する。

1,072



な功労があった防災

士個人、または防災

士のグループ 0団体

について、これを表

彰し、防災士全体の

志気を高め、活動意

欲の増進を期待する。

0令和防災研究所へ研

究を委託する。

「大都市圏での域内避

難の実現にむけた条

件の検討」

「広域避難に関する研

究」

0「ぼうさいこくたい

2022兵庫」へ参加

する (シンポジウム

・ブース展示)。

・防災士の復習やスキ

ルアップ、防災啓発

活動に資する防災士

ハンドブックを作成

する。

・防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(国土交通省と共催。

大規模水害に備える

:マイ・タイムライ

ン)(リ モー ト開催 )

・防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(中小企業基盤整備

機構と共催。

(A)2021年～ 2022

年

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 1名

(A)2022年 10月

22 日、 23 日

(B)兵庫県神戸市

(C)役職員等 3名

(A)2022年

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

(A)2022年 7月

30日 、 10月

1日 、 12月

10日

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

(A)2022年 4月

16日 、 5月 28

日、6月 18日 、

7月 23日 、 8

月 20日 、9月

‐2‐

8件

(D)令和防災研

究所

(E)令和防災研

究所

(D)防災士

(E)防災士・

市民

(D)防災士

(E)防災士

996冊

(D)防災士

(E)防災士

378名

(D)防災士

(E)防災士

313名

4,000

11

848

ｎ

ｖ

ｎ
〉



事業継続力強化計画 )

(リ モー ト開催 )

・防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(耐震診断と補強 )

(リ モー ト開催 )

・防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(富士山噴火 )

(リ モー ト開催 )

・防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(首都直下地震 )

(リ モー ト開催 )

・防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(巨大災害)

(リ モー ト開催 )

・防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(雪害)

(リ モー ト開催 )

10日 、 12月

24日

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

(A)2022年 6月

11日 、 10月

15日

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

(A)2022年 10月

15日 、 11月

19日

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

(A)2022年 8月

27日 、 2023年

2月 4日

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

(A)2022年 8月

6日 、11月

19日

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

(A)2023年

2月 23日

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

(D)防災士

(E)防災士

193名

(D)防災士

(E)防災士

212名

(D)防災士

(E)防災士

273名

(D)防災士

(E)防災士

286名

(D)防災士

(E)防災士

85名

‐3‐
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0

0

0

0



・防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(福祉防災)

(リ モー ト開催 )

(A)2022年

11月 12日

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

(D)防災士

(E)防災士

116名

(D)防災士

(E)防災士

78名

(D)防災士

(E)防災士

89名

(D)防災士

(E)防災士

117名

(D)防災士

(E)防災士

24名

(D)防災士

(E)防災士

市民

ｎ

Ｖ

0防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(災害ボランティア)

(リ モー ト開催 )

(A)2023年

1月 22日

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

ｎ
Ｖ

0防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(地区防災計画)

(リ モー ト開催 )

(A)2023年

2月 28日

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

ｎ

Ｖ

0防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(救出救助訓練 )

・防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(ド ローン活用 )

・防災士の資質向上の

ため、フォローアッ

プ研修を実施する。

(足立区と共催。

自主防災組織)

(A)2022年 8月

7日 、9月 3日 、

12月 4日 、

20231年 1月 28

日

(B)神奈川県

横浜市、

大阪府大阪市

(C)役職員等 3名

(A)2022年

11月 26日

(B)神奈川県

川崎市

(C)役職員等 3名

(A)2023年

2月 5日

(B)東京都

足立区

(C)役職員等 1名

ｎ

Ｖ

ｎ
ｖ

Ａ
Ｕ

-4‐

180名



③防災士相互・防災士認証者に対し、

の連携 を強

める事業

防災士認証状等送付

する際、日本防災士

会の紹介及び入会案

内を同封する。

・防災士を養成配置 し

た事業所に「防災協

力事業所」の表示を

設置し、防災士活用、

相互連携を目指す。

・防災士徽章を普及し、

防災士の相互連携を

目指す。

(A)毎月

(B)この法人

(C)職員等 9名

(A)2022年度

(B)愛媛県松山市

(C)役職員等 3名

(A)年度内随時

(B)この法人

(C)役職員等 3名

(D)防災士認証

者 (入会は

任意 )

(E)防災士認証

24,858名

(D)防災士を養

成配置した

事業所

(E)事業所数

50事業所

(D)防災士

(E)配付数
1,622個

ｎ

Ｖ

0日 本防災士会の防災

士活動活性化手引作

成事業を助成する。

(寄附金事業)

(A)2022年度

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 2名

(D)日 本防災士
△
アヽ

(E)日 本防災士
△
7=

20,500部

(D)日 本防災士
△

=

(E)作成数
10,000部

。日本防災士会による

会報 「防災啓発活動

特集号」発行事業を

助成する。

(A)2022年度

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 3名

500

748

849

(寄附金)

37

1363

686

(寄附金)

・ 日本防災士会による

地区防災計画推進事

業を助成する。

(パンフレット製作)

(寄附金事業)

・頒布品 (ジャンパー

0キャップ)を製作

し防災士へ頒布する。

(A)2022年度

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 3名

(A)2022年度

(B)東京都

千代田区

(C)役職員等 3名

(D)日 本防災士
Zゝ

=

(E)作成数

70,000部

(D)防災士

(E)作成数
ジャンパー

150着

キャップ

1,740個

‐5‐

9,133



④公的機関、 ・ 自治体や企業等に対

自主防災組

織、及び企

業内等にお

いて防災士

の活用を図

る事業

して、防災士の養成

や活用を依頼する。

0自 治体等からの求め

に応 じ、防災士認証

者の照会を行 う。

(A)年度内随時

(B)この法人

(C)職員等 7名

(D)防災士を養

成・活用し

ようとする

自治体や企

業等及び防

災士認証者

(E)該当する防

災士認証者

Ａ
Ｕ

774

⑤防災・危機

管理・災害

救援ボラン

ァィア・医

療等を目的

とする団体

や個人と連

携を計る事

業

・被災地支援活動の装

備を備える。

(A)2022年

(B)東京都

千代田区

(C)職員等 25名

(D)日 本防災士

機構

(E)日 本防災士

機構

⑥防災と危機

管理に関わ

る情報発信

事業、及び

講演会・シ

ンポジウム

等の啓蒙事

業

・全国 1位の防災士数

を擁する松山市と連

携し、防災士の資質

向上と地域防災力の

強化を啓発する。

(寄附金事業 )

(A)2022年

11月 6日

(B)愛媛県松山市

(C)役職員等 5名

(D)防災士・

市民

(E)防災士・

市民

300名

ｎ
ｖ
ｎ
ｖ
く
υ

(寄附金)

⑦この法人の

機関誌紙の

発行及び付

帯する事業

・防災士に対する機関

誌や新聞を発行する。 実施しなかった。
ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

③その他、こ

の法人の 目

的達成のた

めに必要な

事業

0自 治体や中央官庁と

の協議会等を設置す

る。 実施しなかった。

-6‐



(2)収益事業

事業名

(定款に記載

した事業)

具体的な事業内容

(A)当該事業の

実施日時

(B)当該事業の

実施場所

(C)従事者の人数

(D)受益対象

者の範囲

(E)人数

活動計算書の

事業費の金額

(単位 :千円)

①防災士にな

るために有

効な教材を

普及する事

業

・防災教育に使用する

DVDや 出版物等を
発行する。 実施しなかった。 0

②防災士にな

るための研

修に従事す

る講師を育

成する事業

・防災士を養成するた

めの研修に必要な講

師を養成する講習会

等を実施する。

実施しなかった。 0

③防災士にな

るための研

修にあたる

研修機関を

育成する事

業

・防災士を養成する研

修内容の講義や演習、

訓練等を研修機関の

担当者に教育する講

習会等を実施する。

実施しなかった。 0

‐7‐



特定非営利活動法人 日本防災士機構

1.受取会費
正会員受取会費

受取会費計
2.受取寄附金
受取寄附金

受取寄附金計
3.事業収益
防災士資格取得試験収益
防災士認証収益
研修機関認証収益
教本頒布収益
徹章頒布収益
頒布品頒布収益
ハンドブック頒布収益

事業収益計
4.その他収益
受取利息
雑収益

雑収益計
経常収益 合計

I.経常費用の部
1.事業費
(1)人件費

役員報酬
職員給与手当
役員通勤交通費
職員通動交通費
法定福利費
試験監理者等給与
試験監理者等通動交通費
支援チーム給与
支援チーム通勤交通費
賞与引当金繰入額
退職給付費用
人材派遣費
人件費計

(2)その他経費
①認証事業費(資格取得試験含む)
試験会場使用料
会議運営費
旅費交通費
通信運搬費
事務用品費
材料費
印刷費
保管料
賃料
支払報酬料
支払手数料

認証事業費計

②防災士資質向上事業費
教本印刷費
教本執筆料
防災士表彰費
委託研究費

2022年度 活動計算書
2022年 4月 1日 から 2023年3月 31日 まで

24,393,909

254,1

日 立:円 )

255,000

255,000

1,867.500

1.867.500

76,368,0010

124,290,000
4,600,000
99,363,500
1,534,200
7,379,520
1,494,000

315,029,220

4,740
830,423

835. 163
317,986,883

23,723,200
47.680,070
338,848
2,070,072
10,298,738
14,225,900
848,100
1,751,6(HD

108,400
3,745,852
557,600
8 .409 66

201,828
383,024
27,577,268
10,804,704
6,503,506
2,318,596
6,440,764
94,050
13,763,892
448,874
2,698,399

■巨旺位副田

1,072,443

4,000p00



ハンドブック製作費
防災士資質向上事業費計

③防災士相互の連携を強める事業費
標識普及事業費
防災士活動支援事業費
寄附金防災士活動支援事業費
頒布品製作費
頒布品通信運搬費
頒布品印刷費
頒布品保管料
頒布品支払手数料

防災士相互の連携を強める事業費計

④救援ボランティアロ医療等事業費
被災地支援活動対策費
救援ボランティア・医療等事業費計

⑤講演会ロシンポジウム等の啓蒙事
啓蒙事業費
寄附金啓蒙事業費
講演会・シンポジ

事業費計

2.管理費
(1)人件費

役員報酬
職員給与手当
役員通勤交通費
職員通勤交通費
法定福利費
役員退職慰労金
福利厚生費
賞与引当金繰入額
役員退職慰労引当金繰入額
退職給付費用
人材派遣費

人件費計

(2)その他経費
渉外費

水道光熱費
職員研修・図書費
防災士データ更新処理費
諸会費
支払保険料
租税公課
支払手数料
支払報酬料
記録編纂費
雑費
減価償却費
ソフトウェア償却
雑損失

その他経費

費
費
費
費
　
　
　
　
導

営
通
搬
品
費
　
　
　
．「

運
交
運
用
品
費
費
費
ナ
料

議
費
信
務
耗
繕
刷
報
器
借
料

会
旅
通
事
消
営
印
広
機
賃
賃

計

1

1,401,01

1,535,881

6,650,713
1,690,089
697,125

108

13,319,761

774,516

1

11,920,018
84,712
517,518
2,574,683

604,358

1,651,

231

1,077
1,651

568,201

Ａ
０

237,1

1,607
1,418,823
517,000
532,761
1,397,190
141,480
1



科  日
184623:187

管理費計

経常費用 合計

当期経常増減額

Ⅲ.経常外収益の部
経常外収益 合計

Ⅳ.経常外費用の部
経常外費用 合計

当期経常外増減額

70.169

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

※ 今年度は、その他の事業については実施していません。



2022年度 貸借対照表
2023年3月 31日 現在

特定非営利活動法人 日本防災士機構

借 方 貸 方

科  目 金 額 (単位 :円 ) 科  目 金 額 (単位 :円 )

資産の部

1流動資産

現金預金

未収金

棚卸教本

棚卸微章

棚卸頒布品

欄卸ハンドブック

貯蔵品

前払費用

立替金

流動資産計

2固定資産

(1)有形固定資産

造作

什器備品

(2)無形固定資産

ソフトウェア

(3)投資その他の資産

保証金

事業継続引当資金
災書地支援ポランティア派
遣事業弓1当資金

業務
『

化引当資金

退職給付引当責産

固定資産計

116,699,881

20,013,940

10,566,723

5,154,924

2,297,127

1,689,994

1,698,230

3,348,882

351,514

161,821,215

I負債の部

1.流請負債

未払費用

前受金

預り金

仮受金

未払法人税等

未払消費税等

賞与引当金

流動負債計

2.固定負債

役員退職慰労引当金

退職給付引当金

固定負債計

23,388,845

17,521,670

723,922

45,000

70,000

5,051,800

4,682,315

18,460,000

6,105,000

51

24. 565,000

2,283,411

1,464,884

94,320

3,730,315

150,000,000

20,000,000

10,000,000

24,565,000

負債の都合計 76,048,552

212,138,430

Ⅲ正味財産の部

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

294,044,702

3,866,391

正味財産の都合計 297,911,093

資産合計 373,959,645 負債及び正味財産合計 373,959,645



2022年度 計算書類の注記
2023年3月 31日現在

特定非営利活動法人 日本防災士機構
重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日一部改正NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産、無形固定資産の減価償却は、定額法によっています。
(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

事業別損益の状況
事業別損益の状況は以下の通りです。                                             (単 位:円 )
2.
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因 番 期 百 残 高 期 末 残 高 備 考

講演会・シンポジウム啓蒙事業

防災士責質向上事栞
防災士の相互連携を強める事業 168,381 2,035,881

:

1,867脚
|

3.寄附金の収支状況

4.

5. 及びその の内容

6.その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
・事業費と管理費の按分方法
各事業に共通する経常費用のうち、役員報酬くただし、常勤役員の報酬及び賞与の部分についてのみ)、 職員給与手当、
役員通勤交通費、職員通勤交通費、法定福利費、賞与引当金繰入額、退職給付費用、人材派遣費及び賃料(ただし、事
務所使用料の部分についてのみ)については、以下の割合に基づいて校分しています。
O事業費8割 管理費2割

以上

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取議 滅価償却累計額 期末帳簿価額

2,283,411造作 3,784482 3,784,482 △ 1,501,071

什器備品 7,013,684 368,500 7β82,“‖ △ 5,917,300 1,4641084

94,320ソフトウェア 901,800 ∞■8∞ Zゝ 807,480

保証金 3,730,815 3,730,315 3,73Q315

lm,αゅ.ooo事業継続引当
資金

150,000,000 150,000,000

災吾地支援事
業弓l当奮金

20,000,000 2Q000,OЮ0 20,000,αЮ

10,αЮ,000
業務IT化引当
資金

10,(X〕0,000 100Ю ,αЮ

24505,000退職給付引当
音産

28,542,000 5,491,050 9,468,050 24,565,000

合計 223,972,781 5,859,550 9,408,050 220,364,201 △ 8,225,851 212,138,430

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員との取引
内、近親者及び支
配法人との取引

(活動計算書 :

教本頒布収壼 99_363_500 20.083.000

活 計 耳 書 計 99_363_50(D 20.003.000

(買僣対照表 )
なし



2022年度 財産目録
2023年3月 31日現在

特定非営利活動法人 日本防災士機構

科 日・摘 要 金 額 (単位 :円 )

116.699.881

181,445

105,660,928

2,527,646

997,586

804,663

81,370

7,207

3,922

281,939

142,878

5,227,194

517,264

92,265

43,424

130,150

20,013,940

10,566,723

5,154,924

2,297,127

1,689,994

1,698,230

3,348,882

351,514

2,283,411

1,464,884

94,320

3,730,815

150,000,000

20,000,000

10,000,000

24,565,000

23,388,845

17,521,670

723,922

45,000

5,051,800

70,000

4,682.315

51

1 1 1 1

18,460,000

6。105,000

24,565,000

I資産の部
1 流動資産

現金預金

・現金手許有高

・りそな銀行 参議院支店 普通預金 (通常口座)

・りそな銀行 参議院支店 普通預金 (認証口座)

・りそな銀行 参議院支店 普通預金 (資格試験口座)
。りそな銀行 参議院支店 普通預金 (会費口座)

・りそな銀行 参議院支店 普通預金 (事業継続引当資金利息口座)

・りそな銀行 参議院支店 普通預金 (災害地支援ボ派遣事業引当資金利息口座)

・りそな銀行 参議院支店 普通預金 (業務
「
化引当資金利息口座)

。ゆうちょ銀行 通常貯金

・ゆうちょ銀行 振替口座 (日本防災士機構)

・ゆうちょ銀行 振替口座 (日本防災士機構認証口座)

・ゆうちょ銀行 振替口座 (日本防災士機構資格試験口座)

・ゆうちょ銀行 振替口座 (日本防災士機構寄付金口座)

・ゆうちょ銀行 振替口座 〈日本防災士機構パッジロ座)

。ゆうちょ銀行 振替口座 く日本防災士機構頒布品口座)

未収金

棚卸教本

棚卸徹章

棚卸頒布品

棚卸ハンドブック

貯蔵品

前払費用

立替金

流動資産計

2固定資産
造作

什器備品

ソフトウェア

保証金

事業継続引当資金         (り そな銀行 参議院支店 定期預金)
災書地支援ポランティア派遣事業引当資金 (りそな銀行 参議院支店 定期預金)

業務

『

化引当資金         (り そな銀行 参議院支店 定期預金)
退職給付引当資産         (り そな銀行 参議院支店 普通預金)
固定資産計

資産合計

I負債の部
1 流動負債

未払費用

前受金

預り金

仮受金

未払消費税等

未払法人税等

賞与引当金

流動負債計

2固定負債
役員退職慰労引当金

退職給付引当金

固定負債計

負債合計

2971 1



2022年度年間役員名簿
2022年4月 1日から2023年3月 31日まで

特定非営利活動法人 日本防災士機構

役 名

役職名

(フリガナ)

氏  名
就任期間 報酬を受けた

期間

理 事

理事長

ハラ マサユキ

原 正之

2022年4月 1日
へ′2023年3月 31日

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

理 事

専務理事

タマダ トヨノリ

玉田 豊徳

(玉田 三郎)

2022年 4月 1日

～2023年 3月 31日

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

理 事

総務理事

ヒハラ ヒロフミ

日原 洋文

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

2022年 4月 1日

へ′2023年3月 31日

理 事

総務理事

フルイチ ケンイチ

古都 賢一

2022年 4月 1日

へ′2023年3月 31日

2022年 4月 1日

へ′2023年3月 31日

理 事

総務理事

モリヤマ マコト

森山 真

2022年4月 1日

～ 2023年 3月 31日

2022年 4月 1日

～ 2023年 3月 31日

理 事

総務理事

コバヤシ テルユキ

小林 輝幸

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

理 事 アオヤマ ヤスシ

青山 倫

2022年14月 1日

～2023年 3月 31日

生

理 事 アベ タカツグ

阿部 孝次

2022年 :4月 1日

～2023年 3月 31日

盤

理 事 ウラノ オサム

浦野 修
2022年4月 1日

～2023年13月 31日

盤

理 事 カナシマ チアキ

金嶋 千明

2022年 :4月 1日

～2023年 3月 31日

缶

理 事 クロサワ マサカズ

黒澤 正和

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

毎

理 事 シマダ ヒロユキ

嶋田 裕之

2022年4月 1日
へ′2023年3月 31日

缶

理 事 スズキ テツヤ

鈴木 徹也

2022年4月 1日

^V2023年3月 31日

盤

理 事 タジリ ヤスヒト

田尻 康人

2022年 4月 1日

～2023年 3月 31日

征

理 事 トリゴエ タカシ

鳥越 隆

2022年4月 1日
へ′2023年8月 31日

征

理 事 ナカクボ カズヒロ

中窪 和弘

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

」聾

理 事 ナカノ ヨシアキ

中埜 良昭

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

狂

理 事 ヒガシモトヨシヒロ

東元 良宏

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

任

理 事 フナトタダオ

松渡 忠男

2022年4月 1日

～ 2023年 3月 31日

征



理 事 マツダ ヨウサク

松田 陽作

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

盤

理 事 ミズタニ マコト

水谷 誠

2022年 4月 1日

～2023年 3月 31日

征

監 事 フジタ ュウジ

藤田 裕司

2022年4月 1日

～2023年13月 31日

2022年4月 1日

～2023年 3月 31日

理 事

前副会長

タカダ ヒサシ

高田 恒

2022年 :4月 1日

～2022年 6月 23日

2022年4月 1日

～2022年 6月 23日

理 事

前総務理事

タケウチ ヒサコ

竹内 久子

2022年4月 1日

～2022年 6月 23日

2022年 4月 1日

～2022年 6月 23日

理 事 イトウ カズアキ

伊藤 和明

2022年4月 1日
へ′2022年崎月23日

盤

理 事 イノ モリオ

井野 盛夫

2022年4月 1日
へ′2022年も月23日

盤

理 事 シカタ トシユキ

志方 俊之

2022年4月 1日

～2022年 6月 23日

征

理 事 ソブエ カズオ

祖父江 和夫

2022年4月 1日

～2022年 6月 23日

任

理 事 ネゴロ ヨシノリ

根末 興志典

2022年14月 1日

～2022年 6月 23日

生

理 事 ハシモト シゲル

橋本  茂
2022年4月 1日

～ 2022年 6月 23日

2022年4月 1日

～ 2022年 6月 23日

理 事 フジモトマサト

藤本 真人

2022年14月 1日

～2022年 6月 23日

生

理 事 マツヒサ シロウ

松久 士朗

2022年 4月 1日

～2022年 6月 23日

盤

理 事 ヤマノウエ テツロウ

山之上 哲郎

2022年 4月 1日

～2022年 6月 23日

鉦

監 事 キタザト トシアキ

北里 敏明

2022年4月 1日
へ′2022年16月 23日

2022年 4月 1日

～2022年 6月 23日

理 事

事務総長

ウノ マサノリ

宇野 雅憲

2022年 6月 23日

～2023年 3月 31日

2022年16月 23日

～2023年 3月 31日

理 事

総務理事

ヒラノ ヒサコ

平野 廣佐子

(小室 広佐子)

2022年 6月 23日

～2023年 3月 31日

2022年 6月 23日

～2023年 3月 31日

理 事 ウエマ カツヤ

上間 功也

2022年 6月 23日

へ′2023年3月 31日

鉦

理 事 オノヤマ タダシ

小野山 正

2022年 6月 23日

へ′2023年3月 31日

任

理 事 ノザワ シン

野澤 真

2022年 6月 23日

～2023年 3月 31日

缶

理 事 ホシナ ヤスヒコ

保科 泰彦

2022年 6月 23日

～2023年 3月 31日

盤

理 事 ヤマシタ ケンジ

山下 憲治

2022年崎月23日

～2023年 3月 31日

征



監 事 サトウ カズヒサ

佐藤 和寿

2022年 6月 23日

へ′2023年3月 31日

2022年 6月 23日

～2023年 3月 31日

理 事 ナガシマ キミユキ

長島 公之

2022年 4月 1日

～2022年 7月 25日

盤

理 事 ホソカワ ヒデカズ

細川 秀一

2022年 7月 25日

～2023年 3月 31日

毎



前事業年度末における社員のうち10名以上の者の名簿

2023年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人日本防災士機構

氏 秦

國松 孝次

鈴木 正明

高田 恒

原 正之

玉田 豊徳

日原 洋文

古都 賢一

森 山 真

小林 輝幸

平野 唐佐子


